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厚生労働大臣
長妻　昭　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　徳永　秀昭
２０１1年度政府予算編成に関する要請書
貴職の厚生労働行政の推進に対するご尽力に敬意を表します。
さて、2011年度厚生労働予算編成は政権交代後の初めての本格的な予算編成となります。自公政権による社会保障予算の継続的な抑制削減が今日の社会保障制度に対する国民の不信と不安をもたらしたことをふまえ、暮らしのセーフティネットを強化し、積極的な雇用政策と社会保障政策の下、市民生活の安心と信頼を再確立されるべく以下のとおり要請いたします。
記
１．社会保障の拡充強化について

（１）２０１１年度予算では社会保障の拡充強化をはかるために引き続き財源の確保に努めること。

（２）社会保障予算の編成に当たっては金銭給付の拡充と共に保育所の整備等現物給付の拡充などそのバランスに配慮すること。

（３）基礎年金の国庫負担２分の１の財源確保を継続すること。
２．社会福祉施策の充実について

（１）子ども・子育て新システムの構築にあたっては、以下の諸課題をふまえ、ステ－クホルダ－の参画を前提に慎重な検討を行うこと。

①幼保一体化の推進にあたっては、保育所及び幼稚園の制度を存続させた上で、第3の選択肢として「幼保一体化」の仕組みを検討すること。
②「幼保一体給付」の設計にあたっては、保育の質の確保や保育人材の安定的確保の観点から、運営費の使途制限や参入規制、最低基準のあり方について検討すること。

③制度・財源の一元にともなう利用者の利便性の向上を図り、「子どもの貧困」問題などの福祉的ニ－ズへの対応を図るため、安定的な財源確保を前提に、ワンストップ・サ－ビスの確保をはじめ市町村実施体制を強化すること。
（２）介護・福祉現場の医療行為について、法令に基づき実施の可否、範囲及び態様を規定し、介護・福祉労働者になし崩し的に制度矛盾やリスクを負担させることがないように責任の範囲や研修のあり方及び報酬による評価等を検討すること。

３．保健・医療施策の充実について

（１）医師不足解消、とりわけ医師の偏在解消に向け、医師の適正配置の仕組みを構築するとともに、看護職員不足解消のための処遇改善、人材確保・育成および離職防止対策強化を進めるための財源確保とモデル事業を実施すること。

（２）国民皆保険を堅持し、フリーアクセスが可能な地域医療の確保に向けた支援の拡充・財源確保を行うこと。特に、救急・周産期医療等を担う公的病院を中心とした不採算部門等への財源保障を強化すること。

（３）後期高齢者医療制度の廃止後の制度設計にあたっては高齢者の負担軽減と公費投入を含めた持続可能なものとすること。
４．積極的雇用政策について.

（１）労働者派遣法の改正案を確実に成立させると共に、引き続き労働者保護の観点からなお不十分な部分については検証と今後の改正に取り組むこと。
（２）ハローワークの地方移管についてはＩＬＯ８８号条約に基づきこれを行わないこと。
以　上
PAGE  
1

